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はじめに 

 
 平成19年に全面改正された統計法（平成19年法律第53号）に基づき、公的統

計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成21年３月に

初めて策定された「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「第Ⅰ期基

本計画」という。）から５年が経過し、第Ⅰ期基本計画に基づく各種施策の推

進が図られる一方、本格的な人口減少社会への突入、デフレ脱却を目指した経

済政策、規制緩和等による制度変更など、統計をめぐる社会経済情勢の変化が

顕著となっている。 

 このような状況の下、国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤とな

る重要な情報である公的統計が、その役割を十分に果たすためには、統計法の

目的や理念を踏まえつつ、新たなニーズや社会経済情勢の変化にも留意しなが

ら、政府全体として継続的な取組を進めることが不可欠である。 

 このため、統計法第４条の規定に基づき、統計をめぐる社会経済情勢の変化

を勘案し、統計委員会の審議を通じた公的統計の整備に関する施策の効果に関

する評価を踏まえ、第Ⅰ期基本計画を変更し、平成26年度を始期とする新たな

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「第Ⅱ期基本計画」という。）

をここに定める。今後、政府は、第Ⅱ期基本計画に盛り込まれた内容を着実か

つ計画的に推進する。 

 なお、第Ⅱ期基本計画は、第Ⅰ期基本計画における本文及び別表形式を踏襲

し、本文に取組の経緯や必要性、今後の方向性、継続的な取組事項等を、別表

に今後５年間に講ずる具体的な措置・方策、担当府省等を記載している。 
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第１ 施策展開に当たっての基本的な視点及び方針 

第Ⅰ期基本計画においては、統計法第１条の「公的統計の体系的かつ効

率的な整備及びその有用性の確保を図り、もって国民経済の健全な発展及

び国民生活の向上に寄与すること」を達成するため、①統計の体系的整備、

②経済・社会の環境変化への対応、③統計データの有効活用の推進、④効

率的な統計作成並びに統計リソースの確保及び有効活用を、施策展開に当

たっての基本的な視点と位置付け、これらの視点に基づき各種の施策を展

開することを基本的な方針としている。 

各府省では、これらの視点を踏まえた具体的施策として、①経済構造統

計（基幹統計）の創設、②国民経済計算（基幹統計）の推計精度の向上、

③事業所母集団データベースの構築、④委託による統計の作成等（以下

「オーダーメード集計」という。）並びに匿名データの作成及び提供の推

進等に取り組むなど、おおむね計画に沿った取組を進めているものの、統

計調査の実施や公的統計の作成及び提供に係る予算及び人員（以下「統計

リソース」という。）の確保等を含め、公的統計を取り巻く環境は一層厳

しさを増している。 

一方、公的統計は、「証拠に基づく政策立案」（evidence-based 

policy making）を推進し、学術研究や産業創造に積極的な貢献を果たすこ

とが求められている。この要請に応え、経済や雇用動向等をより適時・的

確に捉える統計を作成及び提供するためには、平成26年度からの第Ⅱ期基

本計画における施策展開に当たっての基本的な視点を、より一層重点化、

明確化することが必要となっている。また、これらの基本的な視点は、第

Ⅱ期基本計画に掲げられた取組全般の横断的な方針としての性格を併せ持

つことも必要である。 

このため、第Ⅱ期基本計画においては、第Ⅰ期基本計画における重要な

目標である「統計の有用性の確保・向上」の達成を引き続き目指し、統計

の体系的整備を推進するため、以下の視点に重点を置いた各種施策を、政

府一体となって推進する。 

 

１ 統計相互の整合性の確保・向上 

基幹統計を中心とした公的統計の体系的整備に当たって、経済構造統計

を軸とした産業関連統計に関する新たな枠組みを構築するなど、統計相互

の整合性の確保・向上を図る。 

また、雇用・労働関連等の用語や定義を整理するなど、統計相互の比較

可能性の向上を図る。 

さらに、関連する経済統計調査において、共通して把握すべき項目を整
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理し、事業所母集団データベースの共通事業所コードを活用した統計を作

成するなど、新たな統計整備の在り方についても検討する。 

 

２ 国際比較可能性の確保・向上 

国民経済計算の整備に当たって、平成20年（2008年）から21年（2009年）

にかけて国際連合統計委員会において採択された国際基準である2008ＳＮ

Ａへの対応など、国際比較可能性の確保・向上を図る。 

また、国際労働機関（ＩＬＯ）における就業・失業等に関する国際基準

の見直しなど、各種の統計における国際基準、ガイドライン等の検討に寄

与するとともに、その検討動向を踏まえた統計の作成及び提供に努める。

なお、国際比較可能性の確保・向上に際しては、報告者の負担や実査可能

性にも留意する。 

 

３ 経済・社会の環境変化への的確な対応 

「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平成25年

６月14日閣議決定。以下「骨太方針」という。）における①グローバル化

を活かした成長（国際展開戦略）、②地球環境への貢献、③資源・エネル

ギーの経済安全保障の確立、戦略的外交の推進等の施策を推進するため、

国際通貨基金（ＩＭＦ）における経済・金融統計の公表基準への準拠など

の経済活動のグローバル化に対応した統計や、地球温暖化対策等の環境に

関する統計の充実を図る。 

骨太方針における①女性の力の最大限の発揮、②少子化危機突破、③若

者・高齢者等の活躍推進、④特色を活かした地域づくり等の施策を推進す

るため、「第３次男女共同参画基本計画」（平成22年12月17日閣議決定）

に基づく男女別等統計（ジェンダー統計）のほか、地域別表章及び各歳別

表章の充実を図るなど、既存統計の見直しを含め、経済・社会の環境・ニ

ーズの変化に対応した統計の作成及び提供を推進する。さらに、骨太方針

における実効性あるＰＤＣＡ（注１）の実行に資するため、既存統計の利活用

を含め統計の作成及び提供を一層推進する。 

このほか、消費税率の引上げを始めとする経済環境の変化に適切に対応

する。 

あわせて、統計の作成及び提供の基盤ともなる実査体制の機能維持を含

めた必要な統計リソースの確保及び国民の理解増進に努めるとともに、東

日本大震災の教訓を踏まえ、日頃から災害発生時等の備えを強化する。 

 

                                                  
（注１） 計画（Plan）－実施（Do）－点検・評価（Check）－施策の改善（Action）のサイクル 
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４ 正確かつ効率的な統計作成の推進 

厳しい行財政事情や調査環境の現状を踏まえ、行政記録情報の更なる活

用、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展を勘案したオンラインを利用した調査

（以下「オンライン調査」という。）の推進を図るなど、統計の精度を確

保しつつ、効率的に統計を作成及び提供する。 

また、事業所母集団データベースを活用し、統計作成の正確性及び効率

性を向上させるとともに、統計調査に係る重複是正や調査事項の縮減を図

るなど、報告者の負担軽減を図る。 

 

５ 統計データのオープン化・統計作成過程の透明化の推進 

統計の作成方法や推計方法等に係る品質表示の改善に加え、プロセス保

証（注２）の導入を検討するなど、統計作成過程における透明性の一層の向上

を図る。 

また、オーダーメード集計について、利用条件を緩和する方向で検討を

行うなど、セキュリティレベルや匿名性の程度を踏まえ、統計データの利

用形態に応じた提供を検討する。 

さらに、政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）について、ＡＰＩ機能（注

３）の提供や地図で見る統計（統計ＧＩＳ）等の充実に向けた技術的研究を

推進するなど、統計データのオープン化の取組を一層推進する。 

 

 

                                                  
（注２） 統計調査の実施過程の効果的な管理に関する取組 
（注３） 統計データを、プログラムが自動で取得できるようにするために、機械が判読可能な形式[API

（Application Programming Interface）]で提供する機能 
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第２ 公的統計の整備に関する事項 

１ 経済関連統計の整備 

(1) 国民経済計算の整備 

国民経済計算は、その計数自体が重要な経済統計であるばかりでなく、

関連する統計における概念、定義、記録原則などの基礎と位置付けられ

ている。また、各種統計調査の設計の指針や統計データ間の整合性確保

の枠組みも内包している。このため、国際的動向に的確に対応した推計

を行っていくことが重要である。さらに、主要経済国として、日本が国

民経済計算に関する国際的な議論の主導的役割の一翼を担い、その発展

に貢献することも必要である。 

第Ⅰ期基本計画における国民経済計算関連事項については、平成23年

12月に公表された「平成17年基準改定」において、おおむね取組が行わ

れた。 

一方、今後の国民経済計算の推計については、消費税率の引上げを始

めとする経済環境の変化に適切に対応していくことに加え、平成28年経

済センサス‐活動調査の経理事項対象年である平成27年分の確報推計に

ついて、製造業のデータを従来から推計に用いている構造統計から動態

統計に変更すること（いわゆる「代替推計」）を確立する必要があるな

ど、基礎統計をめぐる条件の変化を踏まえ、推計精度の確保と向上を図

っていくことが、何よりも重要な課題である。また、こうした取組に加

え、平成28年を目途とする次回基準改定に当たっては、国際連合におい

て合意された国民経済計算の新たな国際基準である2008ＳＮＡへの対応

を目指す必要があり、生産面・分配面の四半期別ＧＤＰ速報の開発等と

いった重要な課題に応えることが必要となっている。さらに、提供情報

の充実や一層の作成方法の透明化に努めるとともに、これらの取組の実

現には、国民経済計算と一次統計との連携強化が不可欠である。 

このため、第Ⅱ期基本計画においては、以下の取組を重点的に実施す

る。 

 

ア 精度の確保・向上 

経済センサス‐活動調査を始めとする基礎統計の変化に対応しつつ、

国民経済計算の精度の確保・向上を図るには、産業連関表（基幹統計）

との整合を図った上で、国民経済計算の供給・使用表（Supply and 

Use Tables, SUT）を作成するなど、推計の枠組みを構築・強化する必

要がある。 

このため、基準年次推計時においては、国民経済計算及び産業連関
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表の作成部局間における情報共有を通じた整合性の確保に努めるなど、

両統計間の連携を強化する。また、年次推計時において、一次統計の

整備及び推計手法の高度化を通じた精度向上等に努めつつ、国民経済

計算及び延長産業連関表の作成部局間においても、情報共有を通じた

整合性の確保に努める。さらに、国民経済計算における推計業務シス

テムを再構築し、計数のチェック体制を強化する。 

 

イ 国際比較可能性の向上 

国際比較可能性の向上という観点からは、2008ＳＮＡに準拠した改

定のための具体的な推計の見直し作業や付加価値税率の異なる諸外国

と比較するための対応など、更なる取組の発展・充実を図る必要があ

る。 

このため、国民経済計算作成部局では、2008ＳＮＡに対応した改定

の是非や可能性を検討しており、当該検討結果を踏まえ、改定項目に

優先順位を付した上で移行を進める。 

また、産業連関表及び国民経済計算における基本価格表示の対応に

ついては、間接税及び補助金に関する基礎データ並びに各種一次統計

における間接税の取扱いを踏まえ検討する必要があり、当該検討結果

を踏まえて、次回表（現在作成途上にある平成23年表の次の表）での

実現を目指す。 

 

ウ 提供情報の整備 

国民経済計算における有用性の向上及び地域統計の整備を図るため、

四半期推計の充実、長期時系列計数の提供、地域経済計算の充実に向

けた支援を強化するなど、取組の発展・充実を図る。 

 

エ 一次統計等との連携強化 

国民経済計算の基礎統計に起因する課題を解決するため、報告者の

負担及び基礎統計の整備によって得られる効果に配慮しつつ、推計の

基礎となる一次統計の更なる整備と活用方法の開発を進めるなど、取

組の発展・充実を図る。 

 
(2) 経済構造統計を軸とした産業関連統計の体系的整備 

ア 経済構造統計の整備 

従前、我が国の経済活動に関する統計調査は、産業分野ごとにそれ

ぞれ異なる年次及び周期で実施されているだけでなく、近年比重を増
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しているサービス業が十分に整備されていなかったことにより、既存

の大規模統計調査の結果を統合しても、同一時点における産業構造を

包括的に捉えることができない状況であった。このような状況の中で

創設された経済構造統計は、我が国の全産業分野の経済活動を同一時

点で網羅的に把握することにより、事業所及び企業の経済活動等の実

態を全国及び地域別に明らかにするとともに、国民経済計算及び産業

連関表等における推計の基礎データや、事業所及び企業を調査対象と

する各種統計調査の母集団情報を提供するなど、産業関連統計の基盤

となる統計である。 

この経済構造統計は、経済センサス‐基礎調査及び経済センサス‐

活動調査の二つの基幹統計調査から作成される基幹統計であり、初め

て実施された平成21年経済センサス‐基礎調査の結果は平成23年12月

に、同じく初めて実施された平成24年経済センサス‐活動調査の結果

は平成26年２月に全て公表が完了している。なお、平成24年経済セン

サス‐活動調査は、国民経済計算の精度維持を図るとの要請から、関

係府省間で当初に合意した平成23年夏頃から平成24年２月に実施時期

等を変更せざるを得なかったことに伴い、調査事項の簡素化等を含め

た調査の在り方について再検討を行った上で実施している。 

また、平成26年経済センサス‐基礎調査については、平成25年１月

から運用が開始された事業所母集団データベースのデータの補完を目

的として、年間総売上（収入）金額を新たに把握するとともに、国、

地方公共団体、統計調査員及び民間事業者の役割分担を平成24年経済

センサス‐活動調査に合わせて再整理し、統計調査員及び地方公共団

体の事務負担の軽減を図る計画である。 

経済構造統計については、事業所母集団データベースの本格稼働、

社会経済情勢の変化や、経済センサス‐基礎調査及び経済センサス‐

活動調査の実施状況等を踏まえ、平成28年以降の在り方について検討

が必要となっている。 

このため、平成28年経済センサス‐活動調査については、平成24年

経済センサス‐活動調査の評価結果により明らかとなった課題を踏ま

え、報告者及び地方公共団体の負担や結果利用等に留意しつつ調査条

件が良い時期に調査するなど、調査の円滑な実施と結果精度の向上に

向け調査計画の見直しを行う。 

また、平成28年経済センサス‐活動調査と５年後に実施する平成33

年経済センサス‐活動調査の中間年における、母集団情報の整備のた

めの統計調査の在り方について、事業所母集団データベースの整備状
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況を踏まえ検討する。 

 

イ 経済構造統計を軸とした新たな枠組みの構築 

平成18年に取りまとめられた「経済センサスの枠組みについて」に

おいては、経済センサス‐基礎調査及び経済センサス‐活動調査の実

施に併せて、関連する既存統計調査との関係を整理しており、関係府

省は同枠組みに定められた取組を行っている。 

一方で、経済構造統計を取り巻く環境は、事業所母集団データベー

スの本格稼働、経済センサス‐基礎調査及び経済センサス‐活動調査

の実施・見直しが進められるなど、大きく変化している。 

また、各種経済統計の精度向上に当たっては、多面的な経済活動を

把握するため、現在設定されていないサービスも含めて、需要サイド

の概念による生産物分類の構築が有益であるものの、サービスに関す

る生産物分類は設定されていない。さらに、各種経済統計における売

上高等の経理項目については、企業ごとに異なる会計処理（消費税込、

消費税抜）が存在しており、その対応も必要となっている。 

このため、経済センサス‐活動調査の在り方及び関連する大規模統

計調査との役割分担を含めた新たな枠組みの構築に向けた検討を行う

とともに、サービスの分類を含んだ、生産物分類の設定に向け、段階

的に検討を進める。また、売上高等の集計に関する消費税の取扱い

（消費税込、消費税抜の補正）については、報告者の負担を考慮しつ

つ、結果表章の在り方について、国民経済計算及び産業連関表と連携

し検討を進める。 

 

(3) サービス産業に係る統計の整備 

我が国経済における第３次産業の割合は、ＧＤＰで７割を占めるに至

っているが、サービス産業に係る統計は、個々の業種ごとにいわばモザ

イク状に整備され、全体像を明らかにするものとはなっていなかった。

こうした背景から、サービス産業動向調査が創設され、平成25年１月か

らは、企業単位の調査の導入による精度向上や都道府県別売上高の把握

を含めた見直しが行われるなど、サービス産業に係る統計の整備が進め

られている。 

しかし、サービス産業に係る統計については、社会や経済の実態をよ

り的確に捉えるため、その重要性がますます高まっており、既存統計の

更なる精度向上や、産業としてのサービスに関する統計の整備が必要と

されている。 
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このため、サービス産業動向調査及び第３次産業活動指数については、

引き続き有用性の確保・向上に取り組むとともに、サービス産業の全体

像を把握する上で重要な付加価値等の構造面を把握する統計の在り方に

ついて研究を進める。 

 

(4) 企業活動に係る統計の整備 

関係府省は、企業活動に係る統計整備の一環として、情報通信業基本

調査及び純粋持株会社実態調査等を創設・実施し、特定分野における企

業活動や企業のサービス活動の把握に努めている。 

一方で、企業活動の多角化やグループ化等が一層進展していることに

伴い、企業活動をより的確に把握するための統計整備が求められており、

特に、企業・企業グループ内での分業や取引、企業のサービス活動など

について、産業横断的に把握する必要性が高まっている。また、事業所

単位では、費用等を始めとした経理項目や資本・土地などのストック面

について把握が困難となっていることから、企業活動に係る統計の整備

の中で併せて検討する必要がある。 

このため、関係府省が実施している企業を対象とした既存統計調査に

ついては、経済産業省企業活動基本調査（基幹統計調査）を中心に、全

産業共通的に把握する必要がある項目を整理した上で、事業所母集団デ

ータベースを活用した結合集計を段階的に作成及び提供する方向で検討

を進める。その際、経済構造統計を軸とした新たな枠組みの検討におけ

る経済センサス‐活動調査の在り方及び関連する大規模統計調査との役

割分担の検討状況に留意する。 

また、企業内取引及び企業グループ活動を明らかにする統計の作成及

び提供に関する検討を推進するとともに、法人企業統計調査（基幹統計

調査）の精度向上について引き続き検討を進める。 

 

(5) 経済活動のグローバル化に対応した統計の整備 

関係府省は、経済活動のグローバル化に関連して、海外事業活動基本

調査における報告対象者の把握向上、国民経済計算の平成17年基準改定

における政府財政統計の主要項目の推計・公表などの取組を進めている。 

一方、骨太方針及び「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年６

月14日閣議決定）においては、グローバル化のメリットを活かして、持

続的な成長を実現することが掲げられていることから、国際経済取引や

企業の国際化を把握する統計である国際収支統計、貿易統計及び企業の

海外事業活動をめぐる統計の重要性が高まっている。 
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また、Ｇ20データギャップ・イニシアティブにおいて、平成20年の金

融危機の教訓を踏まえ、危機の原因となり得るリスクを特定するために

必要なデータ整備を行うこととされたことを受け、ＩＭＦが新たな経

済・金融統計の公表基準（ＳＤＤＳプラス）への参加を要請している。 

このため、国際収支マニュアル第６版に準拠した国際収支統計の見直

しの定着度合や利用者の反応をフォローアップする。また、企業の貿易

取引に係る情報の高度利用、海外事業活動のより的確な把握についての

更なる取組を行う。 

また、ＳＤＤＳプラスへの参加に必要なデータ整備に向けた検討を推

進する。 

 

２ 分野別経済統計の整備 

(1) 環境に関する統計の整備 

世界的に重要な課題であり、また、我が国においても国民の関心が高

まっている地球環境問題については、課題解決に向けた対応の基礎とな

る統計の整備が不可欠である。この取組の一環として、関係府省は、温

室効果ガスの排出及び吸収に関する統計データの充実や、廃棄物及び副

産物の把握など、地球温暖化対策等に関連した統計の整備を進めている。 

一方、「環境基本計画」（平成24年４月27日閣議決定）においては、

環境に関する統計の整備を行うこととされており、また、骨太方針及び

「日本再興戦略」においても、地球環境への貢献や、環境・エネルギー

制約の克服等が掲げられており、このような環境・エネルギーを取り巻

くニーズへの的確な対応が必要となっている。 

また、温室効果ガスの排出量等は、関連する様々な分野の統計を組み

合わせて算出されているが、廃棄物等に関する統計やエネルギーに関す

る統計の精度向上等が重要な課題となっている。 

さらに、環境分野分析用産業連関表は、平成17年表の作成の際、基礎

となる部門別の投入量等に係る精度の高いデータが十分に得られなかっ

たことから、平成23年表の作成に向けてその課題解決も必要となってい

る。 

このため、家庭からの二酸化炭素排出実態を把握することなど、温室

効果ガスの排出及び吸収に関する統計データの更なる整備や、廃棄物等

に関する統計の精度向上及び公表の迅速化に向けた検討に引き続き取り

組み、エネルギー消費に関する統計データの精緻化及び精度の高い環境

分野分析用産業連関表の作成を行う。 

また、環境分野分析用産業連関表の整備を促進するために、総合エネ
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ルギー統計、産業連関表などの概念及び数値の整合的な分析が可能とな

るよう、加工統計間で連携を図る。 

 

(2) 観光に関する統計の整備 

観光に関する統計の整備については、「観光立国推進基本計画」（平

成19年６月29日閣議決定）及び国際連合統計委員会における観光統計に

関する国際勧告2008等において、観光統計の適切な整備が求められたこ

とから、関係府省による旅行・観光消費動向調査及び宿泊旅行統計調査

の充実、都道府県の観光入込客統計に関する共通基準の策定、旅行・観

光サテライト勘定（Tourism Satellite Account。以下「ＴＳＡ」とい

う。）の作成・公表などが進められている。 

しかしながら、観光入込客統計については、調査結果の安定性の向上

の課題があり、ＴＳＡについては、未作成の表があるなど、引き続き、

精度向上等に取り組む必要がある。また、我が国の観光地域における実

態を把握するため、経済センサス‐活動調査の結果と接合した統計を作

成することを考慮して、新たに平成24年に実施した観光地域経済調査に

ついては、調査結果の検証を踏まえ、今後の在り方についての検討が必

要となっている。さらに、上記調査に加え、公的統計として訪日外国人

消費動向調査を整備してきたが、観光に関する統計は、官民の各主体が

様々な目的で作成していることから、総合的に利用するためには、課題

がまだ残されている。 

また、新たな「観光立国推進基本計画」（平成24年３月30日閣議決定）

において、観光に関する統計の整備・利活用の推進が掲げられており、

「日本再興戦略」においても、観光資源の更なる活用が求められるなど、

観光統計の整備が必要となっている。 

このため、ＴＳＡの更なる充実、都道府県の観光入込客統計に関する

更なる改善を行うとともに、宿泊旅行統計調査、旅行・観光消費動向調

査及び訪日外国人消費動向調査の精度向上に取り組む。また、観光地域

経済調査の在り方を含め、観光統計の体系的整備について検討する。 

 

(3) 交通に関する統計の整備 

交通に関する統計は、統計の安定性・連続性に加え、輸送モード（注４）

間における比較可能性の向上及び社会経済情勢の変化等に対応した統計

の整備・連携の推進等について検討が必要となっている。 

また、「総合物流施策大綱（2013-2017）」（平成25年６月25日閣議

                                                  
（注４） 鉄道、船舶、自動車、飛行機などの輸送手段 
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決定）の策定を契機として、陸上輸送及び海上輸送の比較可能性の向上

や、自動車輸送統計（基幹統計）を中心とした交通に関する統計の体系

的整備も求められている。 

このため、輸送貨物品目分類の統一及び品目別輸送量の把握、内航海

運や自動車における燃料消費量を把握する統計の精度向上、自動車輸送

統計を中心とした統計の体系的整備など、交通に関する統計の整備を推

進する。 

 

(4) 建設・不動産に関する統計の整備 

建設に関する統計の整備については、建築物の新規着工工事額が、ピ

ーク時の半分以下に低下していることや、少子高齢化が進む中で、建築

物市場を取り巻く環境が大きく変化していることから、経済動向の分析

や関連施策の展開にとって、その市場実態を的確に把握することが重要

となっている。特に、建築物リフォーム・リニューアル調査については、

一定の機能向上等が図られる投資部分と機能向上等を伴わない部分に区

別した把握が行われていないなどの課題があり、その改善が急務となっ

ている。 

一方、不動産に関する統計の整備については、第Ⅰ期基本計画に基づ

き、企業の不動産（土地及び建物）の所有（ストック）等をより的確に

把握するため、５年周期で実施する法人土地基本調査（基幹統計調査）

と密接な関係を有する法人建物調査とを統合し、平成25年に法人土地・

建物基本調査（基幹統計調査）として実施された。この取組に併せて、

土地取得に関する動向（フロー）の把握のため毎年実施していた企業の

土地取得状況等に関する調査も、法人土地・建物基本調査に統合して実

施された。これにより、政策ニーズ等を踏まえ、平成26年度以降の中間

年におけるフローに係る調査の必要性・位置付け等について改めて整理

することが必要となっている。あわせて、我が国における土地に関する

統計を体系的に整備する場合、法人のみならず個人企業や世帯を含めて

検討することも必要となっている。 

このため、建築物リフォーム・リニューアル投資については、建設総

合統計及び国民経済計算への反映等を目的として、建築着工統計（基幹

統計）で一部把握されている建築物リフォーム・リニューアル投資額部

分との重複に関する取扱いの整理などを含め、建築物リフォーム・リニ

ューアル投資額等の正確な把握に向けた取組を推進する。 

また、５年周期で実施する法人土地・建物基本調査の中間年における

土地取得のフローを継続的に把握する必要性等を整理した上で、フロー
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とストックの情報を構造的に把握することを検討する。さらに、平成25

年法人土地・建物基本調査等の結果を踏まえ、我が国における土地の所

有・利用状況全体の捉え方について検証する。 

 

３ 人口・社会、労働関連統計の整備 

(1) 社会保障全般に関する統計の整備 

社会保障全般の状況を総合的に示す社会保障費用統計（基幹統計）に

ついては、諸外国の統計との比較可能性を向上させる観点から、基幹統

計化を行い、国民経済計算を含め、各種の国際基準に基づく統計との整

合性の向上を図っている。 

また、「経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）における国民保健計算の体系

（A System of Health Accounts。以下「ＳＨＡ」という。）手法に基

づく保健医療支出推計」については、医療保険制度や医療経済における

重要な加工統計である国民医療費において、行政記録情報を活用するな

どして、精緻化・集計の拡充を図り、国際比較可能性の向上に配慮した

集計に努めている。 

これらの統計については、少子高齢化が急速に進展している中、社会

保障政策に係る国民の関心の高まりを背景に、提供する統計データの一

層の充実が求められている。また、ＯＥＣＤのＳＨＡ手法については、

現在も継続して検討が進められていることから、国際比較可能性の更な

る向上に対応することが必要となっている。 

このため、社会保障費用統計については、一層の公表時期の早期化、

集計項目の細分化などに努める。また、ＳＨＡ手法に基づく保健医療支

出推計については、引き続き、推計の基となる既存統計等の精度向上に

努めるとともに、ＯＥＣＤにおけるＳＨＡ改定に積極的に関与し、国際

比較可能性の向上を図る。 

また、多数の統計調査及び行政記録情報に基づき作成及び提供されて

いる医療、福祉及び介護関係の統計については、これらの分野における

統計体系を明らかにし、利便性、有用性等の向上を図る。 

 

(2) 人口減少社会やワーク・ライフ・バランスに対応した統計の整備 

関係府省は、少子高齢化の進展、ワーク・ライフ・バランスの現状や

暮らし方の変化を的確に捉えるため、関連する統計において、①就業と

結婚、子育てと介護等の関係を分析する調査事項の追加、②21世紀出生

児縦断調査等の縦断調査における世代間比較等のための新たな標本の追

加、③集計の充実などの取組をそれぞれ行っている。 
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しかし、平成22年国勢調査（基幹統計調査）の結果が示すとおり、我

が国では、本格的な人口減少社会を迎え、高齢者の割合がますます上昇

し、生産年齢人口の割合が大きく低下するなどの少子高齢化を背景とし

た社会構造の変化を、ワーク・ライフ・バランスの現状等を含め、より

的確に把握するための統計の整備が一層必要となっている。 

このため、関係府省は、国勢統計（基幹統計）及び現在推計人口等の

人口や世帯の姿を明らかにする基本的な統計について、調査方法の見直

し、公表時期の早期化、地方公共団体への推計方法の周知等に努めると

ともに、社会生活基本統計（基幹統計）や国民生活基礎統計（基幹統計）

等の社会生活、国民生活の基礎的事項を明らかにする統計について、調

査内容の見直しや地域別集計の充実等を図る。 

また、関係府省は、利活用目的に応じ、集計手法を工夫するなどして、

特定年齢層の状況をより詳細に明らかにする統計データを提供する。 

 

(3) 教育をめぐる状況変化等に対応した統計の整備 

関係府省は、学校教育関連統計及び社会生活や雇用・労働と教育との

関係を分析するための関連統計について、学校教育を取り巻く環境変化

への対応や、教育機能を総合的に把握する観点から、学歴等の教育関連

項目の追加などの改善・検討を順次行っている。 

一方、学校教育関連統計については、社会問題となっている「いじめ」

の実態をより的確に把握することや、教育費関係の支出の負担感の高ま

りを背景に学習費をより的確に把握することが必要である。 

また、社会生活や雇用・労働と教育との関係を分析するための関連統

計については、近年の就職ミスマッチなどによる若者の早期離職や未就

業等の雇用状況の改善に向けて、学校教育から就業へのライフコースを

的確に捉える統計（縦断調査）の整備が求められている。 

このため、学校教育関連統計については、「いじめ」等の実態を都道

府県別に把握する児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調

査における客観的な調査基準の設定等に取り組むとともに、報告者の負

担を考慮した上で、子供の学習費調査における調査内容の充実を図る。

また、学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える統計について

は、既存統計調査との連携も含めて、実現に向けて引き続き検討する。

さらに、教育委員会が重要な役割を担う社会教育調査（基幹統計調査）

については、教育委員会制度等の在り方に関する中央教育審議会の審議

結果を踏まえつつ、生涯学習という、より広い視野からの統計整備を検

討する。 
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(4) 企業活動の変化や働き方の多様化等に対応した労働統計の整備 

関係府省は、企業活動の変化や働き方の多様化等を分析するための関

連統計について、近年増加を続けている非正規雇用の実態や労働市場の

実態を把握するため、有期雇用契約期間や実労働時間のより適切な把握

のための調査事項を追加するなどの取組を行っている。 

しかしながら、「日本再興戦略」に基づき、雇用維持型から労働移動

支援型への政策転換、多様な働き方の実現などの新たな取組が進められ

ており、また、ＩＬＯにおいて、失業者等の概念・定義の見直しが進め

られていることから、このような変化に対応した統計の発展・充実を図

る必要性が一層高まっている。また、雇用・労働統計相互の整合性や比

較可能性を向上させるため、関連統計の就業形態及び雇用形態に関する

用語の分類や概念の整理・見直しも求められている。 

このため、労働統計については、同一企業内における雇用形態の転換

のより的確な把握についての検討とともに、国際基準の見直しへの対応

や非正規雇用の実態等をより的確に捉える労働者区分の整理・見直しな

どの取組を推進する。 
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第３ 公的統計の整備に必要な事項 

１ 統計作成の効率化及び報告者の負担軽減 

(1) 事業所母集団データベースの整備・利活用 

事業所母集団データベースは、正確かつ効率的な統計の作成及び報告

者の負担軽減を図ることを目的に、統計法第27条第１項の規定に基づき、

基幹統計調査又は一般統計調査に係る調査票情報の利用や、法人その他

の団体に対する照会等の方法により整備を進めている。 

同データベースを所管する総務省では、平成25年１月からシステムの

運用を開始し、平成21年経済センサス‐基礎調査など主要な経済統計調

査の結果や行政記録情報（商業・法人登記情報、労働保険情報及びＥＤ

ＩＮＥＴ（注５）情報）を活用した企業及び事業所に対する照会結果等の情

報について順次記録を行っている。また、平成25年度からは、事業所や

企業を対象とした統計調査の母集団情報となる年次フレーム（注６）の作成

及び提供を開始している。 

一方、事業所母集団データベースについては、正確かつ効率的な統計

の作成を推進するための母集団情報の提供、報告者の負担軽減を図るた

めの重複是正など既存の機能に加え、同データベースの共通事業所コー

ドを活用し、異なる統計調査のデータを結合した統計の作成、既存統計

の作成に当たっての補完情報の提供など、新たな機能の充実・発揮が求

められていることから、より正確な母集団情報を整備するための課題に

取り組むとともに、一層のデータ蓄積や利活用の推進を図る必要がある。 

このため、年次フレームの作成及び提供、共通事業所コードの保持並

びに保持に必要な調整及び支援については、関係府省との連携を図りつ

つ、引き続き取組を強化・継続する。 

また、今後の母集団情報の整備に当たっては、諸外国の事例や報告者

及び調査実施者双方の負担等も勘案して、新たな行政記録情報や民間情

報の活用、企業及び事業所に対する照会業務の拡充等に重点を置いた取

組を推進する。なお、これらの取組に当たっての人材育成や体制整備等

にも努める。 

さらに、データの有効活用の観点及び経済活動をより的確かつ適時に

把握する観点から、諸外国の事例を参考としつつ、事業所母集団データ

ベースを活用した新たな統計の作成及び提供に向けた取組を推進する。 

 

 

                                                  
（注５） 金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子

開示システム（Electronic Disclosure for Investors’ NETwork） 
（注６） 毎年度の決められた時点を基準に、事業所母集団データベースにより整備した母集団情報 
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(2) 行政記録情報等の利活用の推進 

ア 行政記録情報等の活用 

行政記録情報等の活用は、報告者の負担軽減や効率的な統計作成と

いう観点から重要な取組であり、各府省は統計調査計画の策定に際し、

活用できる行政記録情報等の有無等について確認した上、調査事項の

削減等を通じた報告者の負担軽減等に努めている。 

一方、統計調査に対する国民や企業の協力が得られにくくなるなど、

統計調査を取り巻く環境が更に厳しさを増している中、行政記録情報

等の活用は、報告者の負担軽減や効率的な統計作成のみならず、正確

な統計作成という観点からも、一層重要となっている。なお、行政記

録情報等の活用に当たっては、当該情報の電子化の状況や、電子化に

要する費用と軽減される報告者の負担等を総合的に勘案することも必

要である。 

また、骨太方針においては、統計データの透明化・オープン化等を、

第Ⅱ期基本計画の策定に反映し、その推進を図ることとされており、

その取組の一環として、行政記録情報等から作成される業務統計の公

表を促進することも必要となっている。 

このため、各府省は、引き続き統計調査計画の策定に当たって、当

該統計の整備に活用できる行政記録情報等の有無等について事前に調

査し、検討することを原則とする。なお、所管府省における行政記録

情報等の活用に関する検討状況については、総務大臣による統計調査

の承認の審査や統計委員会における基幹統計調査の審議において確認

する。 

また、統計法第29条第１項の規定に基づく行政記録情報等の保有機

関に対する提供要請の規定を活用することも視野に、報告者の負担軽

減や正確かつ効率的な統計作成に引き続き努める。なお、秘密保持の

確保を含む法令の規定による制約など、保有機関が行政記録情報等を

提供することを困難とする合理的な理由が存在する場合には、その代

替措置として、電子化の状況等を踏まえた統計作成機関からの要望に

対応し、特別集計の形態による集計表の作成を行うことも、引き続き

原則とする。この場合の費用等は、原則として当該統計作成機関が負

担する。 

さらに、統計データのオープン化の推進や統計作成に行政記録情報

等を活用することの有用性等に関する理解を得る取組の一環として、

業務統計の作成・公表状況や行政記録情報等の統計への活用実態等を

定期的に把握し、国民に情報を提供するとともに、未公表の業務統計
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の公表を促進するなどして、行政記録情報等の利活用を推進する。な

お、国際的な動向も踏まえつつ、統計データとビッグデータ（注７）を相

互に結び付け、活用することについて研究を進める。 

 

イ 社会保障・税番号制度の統計への活用 

社会保障制度及び税制の効率性・透明性を高め、国民にとって利便

性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤として、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）が平成25年５月に

成立し、社会保障・税番号制度が平成28年１月から本格運用される予

定である。 

この社会保障・税番号制度では、法人番号は原則公表され、民間で

の利用も可能とされている一方で、個人番号の利用は、番号法に規定

する社会保障の給付や税の賦課徴収、防災に関する事務等に利用が制

限されており、番号法の施行後においても統計への活用はできない状

況である。なお、この個人番号の利用範囲の拡大については、番号法

の施行後３年を目途に、検討を行うこととされている。 

このため、統計の正確かつ効率的な作成及び提供という観点から、

法人番号の運用・管理の状況を踏まえ、事業所母集団データベースに

おける利用に向けて検討するとともに、個人番号の利用範囲の拡大に

関する番号法の見直しに併せて、統計作成における活用を検討する。 

 

(3) オンライン調査の推進 

正確かつ効率的な統計の作成や、報告者の負担軽減・利便性の向上を

図るためには、ＩＣＴの急速な発展に伴う高度情報化社会の到来を踏ま

え、統計調査の調査方法にオンライン調査を導入するとともに、導入後

のオンライン回答の促進などに取り組むことが有効である。 

また、骨太方針においても、世界最高水準の電子政府を目指す取組の

一環として、オンライン調査の徹底等を第Ⅱ期基本計画の策定に反映し、

その推進を図ることが求められている。 

このため、統計調査実施の企画に際しては、オンライン調査の導入を

検討することを原則とする。なお、所管府省におけるオンライン調査の

導入に関する検討状況については、総務大臣による統計調査の承認の審

査や統計委員会における基幹統計調査の審議において確認する。 

また、この検討に当たっては、オンライン調査の導入が有効と思われ

                                                  
（注７） ＩＣＴの進展により生成・収集・蓄積等が可能・容易になる多種多量のデータ 
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る統計調査について重点的な検討を行うとともに、導入している統計調

査についてはオンライン回答率の向上方策を検討する。 

さらに、オンライン調査の推進に当たっては、各府省におけるオンラ

イン調査の導入状況や課題、効果的かつ効率的実践手法等の情報共有を

図り、政府一体となった取組を行うことが必要であることから、府省間

の情報共有を推進するとともに、政府統計オンライン調査総合窓口の機

能改善・拡充等を通じた報告者の利便性の向上を図る。 

なお、オンライン調査の推進に当たっては、関連するプログラム開発

やランニングコスト等の費用が見込まれることから、その点について十

分に勘案する。 

 

(4) 統計基準等の見直し 

統計基準は、公的統計の作成に際し、その統一性又は総合性を確保す

るための技術的な基準として、重要な役割を担っており、その設定や見

直しを適時・的確に行うことが必要となっている。 

統計法第28条の規定に基づく統計基準については、これまで日本標準

産業分類（平成25年総務省告示第405号）、疾病、傷害及び死因の統計

分類（平成21年総務省告示第176号）、日本標準職業分類（平成21年総

務省告示第555号）、指数の基準時に関する統計基準（平成22年総務省

告示第112号）及び季節調整法の適用に当たっての統計基準（平成23年

総務省告示第96号）が設定されている。 

これらの統計基準については、今後とも、継続性の観点に留意しつつ、

社会経済情勢の変化等を踏まえ、設定又は改定からおおむね５年後を目

途に、改定の必要性について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。 

一方、統計基準として設定しないものの、統計相互の整合性や比較可

能性の向上、経済活動のより的確な把握等に資する観点から、生産物分

類や労働者の区分等について検討する。 

また、各種統計における年齢階級、事業所規模等の集計結果の表章区

分については、作成目的に応じて個別に設定されているものであるが、

統計相互の整合性や比較可能性、統計ニーズ等への的確な対応を図る観

点から、その現状を整理した上で、統計の継続性にも留意しつつ、標準

的な区分の在り方について検討する。統計作成府省は、所管統計におけ

る男女別表章、各歳別表章、地域別表章等の充実を図る際、この検討結

果も踏まえ、関連統計間における整合性の確保に努める。 
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２ 統計リソースの確保及び有効活用 

(1) 統計リソースの確保のための取組 

厳しい行財政事情の下、統計リソースに限りがある中、必要な統計の

品質を確保しながら、新たなニーズに対応するため、各府省は統計リソ

ースの確保に努めるとともに、所管統計調査に係る調査事項・報告者数

の見直しなど、業務の効率化・合理化に取り組んでいる。 

一方で、社会の情報基盤として必要な統計を提供することは、政府の

基本的な責務の一つであることから、統計リソースの確保及び有効活用

に向けた取組の一層の推進を図る必要がある。また、各府省における新

たな統計の作成や統計調査実施の企画等の支援を強化することも必要と

なっている。 

このため、各府省は、社会経済情勢の変化や社会のニーズに的確に対

応した統計を体系的に整備し、社会の情報基盤としてふさわしい統計を

政府が責任を持って提供するため、統計リソースの確保及び有効活用に

向けて引き続き不断の努力を行う。なお、各府省における統計リソース

の確保及び有効活用の取組を支援するため、引き続き取組状況に関する

情報の共有などを行う。 

また、既存組織の活用・充実を図るなどして、公的統計に共通する研

究を実施するとともに、各府省における統計の作成、企画等を支援する

仕組みを整備する。 

なお、府省横断的な基幹統計調査の実施に当たっては、必要に応じて

共管・共同調査として実施するとともに、緊急ニーズに対応した統計の

作成及び提供に当たっては、特別集計や、既存統計調査の調査項目の追

加や付帯調査として実施することを検討する。 

 

(2) 調査体制の機能維持、国と地方公共団体の連携 

地方公共団体の統計部局は、基幹統計の作成及び提供に当たって重要

な役割を担っているのみならず、地域の視点からの基幹統計の改善にも

大きく寄与している。また、統計調査員による調査は、調査票の回収率

の向上や記入内容の正確性の確保など統計調査の確実な実施とともに、

統計の精度の確保に大きく寄与しており、調査体制の機能維持や各府省

と地方公共団体の連携は重要かつ不可欠なものとなっている。 

このような状況を踏まえ、各府省では、地方公共団体及び統計調査員

の業務量の軽減や平準化、地方公共団体における統計作成の支援等を図

るため、①国直轄調査の導入、②調査対象業種や調査系統の見直し、③

民間事業者のノウハウの活用、④地域別表章の充実・支援、⑤登録調査
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員の確保・育成等に努めている。 

しかし、個人情報保護意識の高まりによる報告者の協力意識の低下や、

単身世帯の増加などに伴う統計調査をめぐる環境は厳しさを増す一方で、

統計調査員の確保が困難となっており、更に都道府県の統計主管課の職

員や市町村の統計職員の削減も進められている。 

また、基幹統計の整備に当たっては、引き続き国の責任で作成するこ

とを前提に、国と地方公共団体の連携及び適切な役割分担の下に、協働

して取り組むことが必要不可欠であるとともに、関係府省は引き続き地

域別表章の充実、支援等に取り組むことも必要となっている。 

このため、関係府省は、調査体制の機能維持を図るため、引き続き地

方公共団体の業務量の軽減及び平準化を図るとともに、地域別表章の充

実・支援等を実施する。 

また、関係府省は、地方公共団体とも連携し、統計調査員の役割や重

要性等に関する周知を引き続き推進するとともに、統計調査員の確保・

育成や処遇改善等に関する取組を継続的に実施する。 

さらに、統計調査事務地方公共団体委託費について、都道府県の実情

や意見も踏まえ、運用を見直す。 

 

(3) 統計職員等の人材育成・確保 

公的統計の作成においては、その作成に携わる職員が専門的能力を十

分に発揮することが重要であり、我が国の統計組織全体としても、質・

量ともに専門性の高い人材を育成・確保することが必要不可欠となって

いることから、各府省では、人材育成方針・研修計画等を策定し、人事

交流や研修の充実等、質・量の確保に努めている。 

一方で、各府省の統計職員については、厳しい行財政事情の下、量的

な確保がますます困難となっている中、質的な維持・向上を図ることが

一層重要となっている。 

このため、各府省は、これまで以上に人材の確保・育成を意識した人

事交流や研修を充実するなど、これまでの多面的な取組の更なる定着の

促進を図る。その際、これまでの取組状況を踏まえ、特に効果がある取

組を重点的に推進する。 

また、各府省等の統計職員等の人材育成に重要な役割を担っている総

務省統計研修所の研修機能を拡充する。 

 

(4) 災害発生時等の備え 

公的統計は、大規模災害等の発生時に、被害状況の把握・影響の推計
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にとどまらず、その後の復興計画の策定や復興状況を評価する際のデー

タとしても活用されるなど、重要な役割を担っている。各府省では、平

成23年３月に発生した東日本大震災に際し、震災後に実施する統計調査

について、被災地域を調査対象から一時的に除外するとともに、加工統

計の作成に用いる統計を変更するなどの措置を講じ、また、調査結果を

活用した特別集計等により、被災に係る統計を公表している。 

一方、総務省が実施した東日本大震災に係る統計関係の施策等に関す

る調査研究の結果では、①災害時の統計リソースの想定や府省・県間の

情報連携などの体制面、②統計調査員の安全確保などの実査面、③集

計・公表面における課題等がみられたことから、これらの課題解決に向

けた取組が今後必要である。 

このため、災害発生時等の備えとして、大規模災害が発生した場合の

対応に関する課題を抽出し、対応指針を取りまとめるとともに、日頃か

ら統計調査関係者の自覚・判断力を養う方策についても検討し、順次取

組を進める。 

 

(5) 民間事業者の活用 

厳しい行財政事情の下、限られた統計リソースの有効活用や、地方公

共団体及び統計調査員の業務量の負担軽減を図るためには、優れたノウ

ハウやリソースを持つ民間事業者の効果的かつ適正な活用が引き続き重

要である。 

一方で、公的統計の作成の最終的な責任は作成主体が担うものであり、

国が行う重要な統計調査については、企画立案業務等の中核的業務を国

自らが行うことが必要である。特に、調査結果の精度が低下した場合、

国の統計全体の精度や国政の運営に大きな支障が生じるおそれがある統

計調査については、民間事業者の活用の可能性を、慎重かつ十分に検討

することが必要である。 

また、民間事業者の活用に当たっては、統計の品質の維持・向上、報

告者の秘密保護、信頼性の確保等を前提としつつ、民間事業者の履行能

力といった点に留意する必要がある。 

このため、民間事業者の活用については、調査業務の負担軽減及び効

率化を図ることを共通認識として、これまでの取組の更なる定着促進を

図るとともに、統計の品質保証活動の推進結果を踏まえ、「統計調査に

おける民間事業者の活用に係るガイドライン」（平成17年３月31日各府

省統計主管課長等会議申合せ。平成24年４月６日最終改正）に、プロセ

ス保証の考え方を導入する方向で検討する。 
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３ 統計調査環境の改善 

(1) 統計ニーズの的確な把握 

社会経済情勢の変化等に適切に対応した公的統計の作成及び提供に当

たっては、統計利用者の利便性の向上を図った上で、統計利用者等のニ

ーズを把握し、公的統計の改善を図ることが重要である。各府省では、

従来から実施してきた個別の取組に加え、統計委員会における統計利用

者等との意見交換会の開催及びｅ－Ｓｔａｔを活用した統計ニーズに係

るアンケート調査の実施等により、府省横断的な統計利用者のニーズを

把握し、統計の見直しや統計データの提供拡大等に努めている。 

一方で、社会経済情勢の変化に対応した統計の整備及び統計データの

提供を更に推進するためには、統計ニーズをより的確に把握することが

必要となっている。 

このため、統計委員会における統計利用者等との意見交換会の一層の

活性化を図る。また、統計ニーズに係るアンケート調査の内容を見直す

とともに、各府省が個別に把握しているニーズの情報共有を図るなど、

連携を強化する。 

 

(2) 統計の品質保証活動の推進 

利用者のニーズに対応した公的統計の作成及び提供に当たって、品質

表示の充実や品質評価を通じた改善により、公的統計の有用性及び信頼

性の確保・向上を目指す品質保証の活動は、社会経済情勢の変化等に的

確に対応した統計を効率的に作成する上で重要な取組である。各府省で

は、「公的統計の品質保証に関するガイドライン」（平成22年３月31日

各府省統計主管課長等会議申合せ。平成23年４月８日改定）に基づき、

所管統計の品質表示・評価に関する取組に着手している。 

しかし、各府省の品質保証活動に関する取組、特に品質評価に関する

取組は、必ずしも十分な成果を挙げるに至っておらず、取組の強化が必

要となっている。 

また、骨太方針においては、統計データの透明化・オープン化等を、

第Ⅱ期基本計画の策定に反映し、その推進を図ることとされており、そ

の一環として「公的統計のプロセス保証」を、品質保証活動に導入する

ことが有効である。 

このため、各府省は、品質評価を中心に品質保証活動の取組を強化し、

既存統計の見直しや統計作成方法の効率化を推進するとともに、プロセ

ス保証を導入する方向で、公的統計の品質保証に関するガイドラインの

見直しを実施する。 
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(3) 統計に係る広報・啓発活動の推進等 

統計調査において正確な情報を円滑に報告してもらうためには、統計

調査の結果が行政機関や企業、個人等においてどのように利用され、役

立っているか、また、統計調査に協力しないことがどのような影響を及

ぼすかを、国民や企業に正しく理解してもらうことが重要である。各府

省では、「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」（平成

22年３月30日各府省統計主管部局長等会議申合せ。平成25年１月31日一

部改正。以下「行動指針」という。）に基づき、ホームページの見直し

や個別の協力要請を行うなどの取組に努めている。 

しかし、個人、企業等における情報保護意識の高まりや、報告者の協

力意識の低下などに伴い、統計調査をめぐる環境は一層厳しさを増して

おり、広報・啓発活動の充実が必要不可欠となっている。また、行動指

針に基づく統計調査に対する非協力者への対応についても、各府省にお

ける取組の推進を図る必要がある。 

このため、各府省は、行動指針を踏まえ、取組の充実を図ることを基

本的な方針として、各府省における取組状況の情報共有を図るなど、効

果的かつ効率的な取組の推進を図る。また、統計調査に対する非協力者

への対応を総合的な観点から引き続き検討する。 

 

(4) 統計リテラシー等の向上 

国民の統計調査に対する協力意識を高めるためには、初等教育から高

等教育に至るまでの各段階において、統計リテラシー（注８）を重視した統

計教育や統計教育等を通じた統計倫理（注９）の醸成が重要である。そのた

め、各府省は、教員に対する研修内容の充実を図るとともに、各府省ホ

ームページにおける学習サイトの充実・見直し等の取組を進めている。 

一方で、教育現場においては、学習指導要領の改訂もあり、統計教育

に関する関心は高まっているものの、具体的な指導方法に苦慮しており、

実践的な教材の作成や情報提供、教師への研修の充実等が必要となって

いる。また、大学生、社会人等に対しては、統計に対する理解及び関心

を深めるため、広く活用可能なミクロデータ（注10）の作成及び提供も必要

となっている。 

このため、各府省は、地方公共団体の協力も得て、統計データを用い

た実践的授業の推進を図るとともに、教育関係団体等とも連携し、適切

                                                  
（注８） 統計の有用性を理解し、統計データを活用していく能力 
（注９） 統計の重要性を理解し、統計調査に協力するとともに、統計データを適切に利用するために必

要な意識、倫理観 
（注 10） 集計していない個票形式のデータ 
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な教材の作成及び提供等を実施する。さらに、教員等を対象とした研修

の拡充や、教育関係者のニーズに応じた研修内容の充実等の取組を進め

る。 

また、広く一般に提供可能な「一般用ミクロデータ（仮称）」（注11）

については、提供に向けた取組を推進するとともに、その取組状況の情

報共有を通じて、各府省の取組を促進する。 

 

(5) 研究開発成果の共有 

各府省は、正確かつ効率的な統計作成を推進するため、標本理論や推

計技術等に係る専門的な知見を有する学識経験者と連携するなど、研究

開発の継続的な取組に努めている。 

一方、各府省における研究開発の成果は、主に所管統計又は統計調査

の見直しへの活用にとどまっており、府省間の情報共有が必ずしも十分

とはいえない状況である。また、調査環境が厳しさを増す中、未回答事

項の処理方法、マッチング技法の開発など、府省横断的に活用可能な研

究課題については、その成果を共有しながら、各府省がそれぞれの課題

に応じた研究開発を推進することが効果的かつ効率的である。 

このため、総務省を中心として、各府省における研究開発の成果を共

有できる仕組みを構築した上で、その成果を共有しながら研究開発の推

進に努める。 

 

４ 統計データの有効活用の推進 

(1) 調査票情報等の提供及び活用 

調査票情報等の提供及び活用（注12）は、国民の負担によって収集され

た調査票情報をより有効に活用する観点から、平成19年の統計法全面改

正を契機として拡充が図られた取組であり、各府省は第Ⅰ期基本計画に

沿って、オーダーメード集計、匿名データの作成及び提供等の取組を進

めている。 

また、骨太方針においては、統計データの透明化・オープン化等を、

第Ⅱ期基本計画の策定に反映し、その推進を図ることとされており、調

査票情報等の提供及び活用に係るサービスの充実や利用条件の見直し等

による一層の利用拡大が求められている。 

                                                  
（注 11） 集計表から作成するなど、調査票情報を直接的に用いない方法により作成する擬似的なミク

ロデータ 

（注 12） 統計法第３章に規定する①調査票情報の二次利用（第 32 条）、②調査票情報の提供（第 33

条）、③オーダーメード集計（第 34 条）及び④匿名データの作成及び提供（第 35 条及び第 36

条）の総称 
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このため、調査票情報等の提供及び活用については、セキュリティレ

ベルや調査票情報等の匿名性の程度に応じた利用形態ごとの特性、諸外

国における取組状況等を総合的に勘案した上、法制度上の整理を含め、

以下の取組を行う。その際、効率性及び利便性の観点から、政府一体と

して一元的な取組を推進する。 

① オーダーメード集計における利用条件の緩和に向けた検討 

② 調査票情報の提供におけるリモートアクセス（注13）を含むオンサイト

利用（注14）やプログラム送付型集計・分析（注15）の実現に向けた整理・

検討 

③ 匿名データの作成及び提供における提供対象統計調査の種類や年次

の追加等によるサービスの充実 

 

また、「統計データ・アーカイブ（仮称）」については、調査票情報

等の提供及び活用の促進の基礎として、引き続き具体化に向けた検討を

進め、早期に結論を得る。なお、今後も引き続き、調査実施者における

調査票情報等の適切な保管を徹底する。 

 

 (2) 政府統計共同利用システム等による統計データの共有・提供の推進 

各府省では、「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」(平成

18年３月31日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定。平成24

年９月７日最終改定）に基づく各種の取組を推進し、政府統計共同利用

システムへの統計データ登録の推進や、操作の簡素化・検索機能の見直

しなどによる利用環境の向上・高度化を進めている。 

一方、統計データを国民が容易に利用可能な形で適時に提供すること

は、統計の有用性の確保、報告者の理解と協力意識の醸成という観点か

ら、ますます重要となっている。 

また、骨太方針においても、世界最高水準の電子政府を目指す取組の

一環として、統計データの透明化・オープン化等を第Ⅱ期基本計画の策

定に反映し、その推進を図ることとされている。 

このため、各府省は、引き続き政府統計共同利用システムへの統計デ

ータ登録の拡充を図ることにより、府省間での統計データの共有や、国

民に対する有用な統計データの提供を推進する。 

                                                  
（注 13） 利用者が、通信回線を経由して、遠隔操作により調査票情報の集計・分析を行うもの。遠隔

操作は行政機関等の管理者の制御下に置かれており、当該管理者の許可なく集計・分析結果の印

刷・複写を行うことはできない。 

（注 14） 行政機関等の管理者が指定する場所及び機器により、調査票情報の集計・分析を行うもの。 

（注 15） 利用者が、テストデータを参照して集計・分析のためのプログラムを作成し、行政機関等の

管理者側において当該プログラムを実行し、集計・分析結果を利用者に提供するもの。 
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また、政府統計共同利用システムの情報提供機能については、利用者

のニーズを踏まえた改善を図るとともに、ＡＰＩ機能の提供や統計ＧＩ

Ｓの充実等についても検討する。 

 

５ 国際協力及び国際貢献の推進 

(1) 国際機関への情報提供の推進 

経済・文化などの様々な側面において、従来の国家・地域の垣根を超

え、地球規模で資本や情報がやり取りされるグローバル化が進展する中

で、公的統計は、世界的な金融・経済危機のリスクを分析するために必

要な情報を提供するなど、重要な役割を担っている。 

我が国では、これまでも、①国際連合統計委員会やＯＥＣＤ等の国際

会議及び各種専門家会合に参加し、各種の国際的な統計基準・ガイドラ

インの検討、設定等に寄与しているほか、②各国の国内総生産の実質比

較を行うことを目的とした国際比較プログラム（ＩＣＰ）等の国際的な

統計事業に参加するとともに、③ＩＭＦの特別データ公表基準（ＳＤＤ

Ｓ)による統計情報の交換等に協力しており、このような国際的な統計

活動の重要性は従来に増して高まっている。 

また、国際機関等による国際会議、専門家会合等への参加は、我が国

の統計職員における国際的な対応力強化という人材育成の観点からも、

重要な取組である。 

しかしながら、これらの取組は、我が国の統計リソースの制約等もあ

り、必ずしも十分とはいえない状況であり、国際社会における我が国の

プレゼンスの向上だけでなく、我が国の統計職員の人材育成の観点から

も、これらの取組を一層強化する必要がある。 

このため、分野によっては改善の余地がある国際機関への我が国の統

計情報の提供について、総務省を中心として全体的な状況を把握するた

めの仕組みを構築し、その充実に努めるとともに、国際会議等への積極

的な参画など、国際協力の推進を図る。 

 

(2) 発展途上国等への支援 

統計により人口や産業の実情を正確に把握することは、国家や地方行

政機関における円滑な行政運営を進める上で、不可欠の要素となってい

る。特に、発展途上国においては、限られた資源や援助を効果的に活用

するためにも、各種施策の基盤となる統計組織の整備、人材育成等が重

要となっている。 

我が国では、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）を通じたカンボ
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ジア政府統計能力向上プロジェクトによる専門家派遣や、国際連合アジ

ア太平洋統計研修所の運営に対する協力、内閣府経済社会総合研究所経

済研修所等における各国政府からの研修生の受入れなどを通じた支援を

行っているものの、統計リソースの制約等もあり、その取組は必ずしも

十分とはいえない状況である。 

このため、各府省は、ＪＩＣＡ等と連携し、統計関係の国際機関等へ

の統計専門家の派遣、発展途上国等諸外国からの統計に関する研修生の

受入れなど、統計分野における積極的な国際貢献に努める。 
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第４ 基本計画の推進 

１ 施策の効果的かつ効率的な実施 

基本計画を実効性のあるものとするためには、府省間で密接な連携を図

ることや施策の進捗状況を適時適切に点検し不断の推進を図ることが不可

欠である。 

このため、各府省は、公的統計基本計画推進会議を通じた府省間の連携

を一層推進するともに、第Ⅱ期基本計画に掲げた施策に応じて推進体制を

再構築し、政府一体となった取組を促進する。 

また、統計委員会は、統計法第55条第３項の規定に基づき、毎年度、同

法の施行状況に関する審議を通じて基本計画に関する施策の取組状況を把

握し、必要に応じて関係府省に意見を提示している。第Ⅱ期基本計画にお

いては、公的統計の整備に関する施策の更なる推進を図るため、統計法第

55条第３項の規定に基づき、以下の取組を重点的に実施する。 

第一に、社会経済情勢の変化、経済構造統計を始めとする統計の新設、

整理及び統合等を踏まえ、これまで統計委員会に諮問されていない基幹統

計（基幹統計調査）を中心に、品質評価の要素に沿った見直し状況や基幹

統計としての重要性及び必要性の充足状況等について計画的に確認する。 

第二に、統計委員会の諮問審議の答申に示した「今後の課題」について、

一定期間を経過したものからその対応状況を計画的にフォローアップする。

また、統計調査の実施現場の現状を把握するため、統計委員会委員による

統計調査員への同行等の実情視察等を行い、統計委員会の審議に活用する。 

第三に、統計法施行状況審議や個別の諮問審議において把握した府省横

断的な統計上の課題（欠測値補完、歪みの強い分布に関する推計の改善、

サービスの質の計測に関する動向等）に関する研究や日本学術会議及び関

連学会との連携強化方策について検討し、取組の推進を図る。 

 

２ 各種法定計画等との整合性の確保及び的確な情報提供の推進 

公的統計は、国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重

要な情報であり、社会の情報基盤としてあらゆる分野に関係するため、政

府における各種法定計画等においても、「証拠に基づく政策立案」の推進

や国際比較可能性の向上等の観点から、それぞれの分野における統計の整

備が必要に応じて掲げられており、統計に関する課題の解決に向けて連携

した取組を行う必要がある。 

このため、第Ⅱ期基本計画の推進に当たっては、各種法定計画等におけ

る統計の整備及び当該分野における各種施策との整合性に留意するなど、

政策の信頼性及び客観性の確保に資するよう取組を推進する。 
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また、公的統計の整備に当たっては、幅広く国民の理解と協力を得るこ

とが不可欠であることから、引き続き、国民に対し的確な情報提供を行う

とともに、公的統計に対する国民の意見やニーズの把握及びその反映を推

進する。 
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別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

 

「第２ 公的統計の整備に関する事項」部分 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

１ 経済関連

統計の整備 

(1) 国民経済

計算の整備 

ア 精度の

確保・向

上 

◎ 支出、生産及び所得の三面からの推計値

を供給・使用表の枠組みにより調整する手

法を確立し、推計の精度向上を図る。 

内閣府 平成28年度

末までに実

施を目指す。

◎ 供給・使用表の枠組みを通じた国民経済

計算の精度向上のため、国民経済計算と産

業連関表及び延長産業連関表の作成部局の

間で、必要な情報の共有や整合性の確保に

努めつつ、連携を行う。 

内閣府、

経済産業

省、産業

連関表作

成府省庁 

平成 26 年度

から実施す

る。 

◎ 国民経済計算の基準年の供給・使用表に

ついて、産業連関表と整合する形で整備す

ることの必要性、可能性について検討する。

内閣府 平成 28 年度

末までに結

論を得る。 

○ 延長産業連関表について、推計手法の高

度化や一次統計の整備等を通じた精度向上

を図る。また、その結果を踏まえ、基幹統

計化の可否を検討し、結論を得る。 

経済産業

省 

平成 26 年度

から精度向

上の検討を

行い、次回の

延長産業連

関表の基準

改定までに

結論を得る。

◎ 統計上の不突合の原因の一つとなってい

るＧＤＰ（生産側）推計のための輸出入と

支出系列の輸出入概念の相違の取扱いにつ

いて研究する。 

内閣府 平成 26 年度

から実施す

る。 

◎ 国民経済計算における推計業務システム

を再構築し、新たに生ずる推計課題への対

応を迅速・確実に行う体制を確立する。ま

た、これにより計数のチェック体制を強化

する。 

内閣府 平成 28 年度

末までに実

施する。 

イ 国際比

較可能性

の向上 

◎ 2008ＳＮＡについて可能な限り早期に対

応するため、改定の是非や可能性を検討し、

改定項目に優先順位を付した上で、移行を

進める。 

内閣府 平成 28 年度

末までに実

施する。 

◎ 間接税及び補助金に関する基礎データ並

びに各種一次統計における間接税の取扱い

を踏まえつつ、基本価格表示による産業連

産業連関

表作成府

省庁、内

平成 23 年産

業連関表の

確報が公表
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

関表の作成について、次回表（現在作成途

上にある平成 23 年表の次の表）での実現を

目指す。さらに、国民経済計算においては、

産業連関表の作成状況を踏まえ、国民経済

計算の次々回基準改定での実現に向けた所

要の検討を併せて行う。 

閣府 される平成

27 年度から

検討する。 

◎ 国民経済計算と産業連関表の整合性を確

保するため、産業連関表における自社開発

ソフトウェア及び研究開発の固定資本とし

ての計上など、国民経済計算との整合性及

び国際的な動向への対応を検討する。 

産業連関

表作成府

省庁 

平成 23 年産

業連関表の

確報が公表

される平成

27 年度から

検討する。 

ウ 提供情

報の整備 

◎ 支出面の精度の確保・向上に引き続き努

めるとともに、生産及び分配所得面を含む

三面の四半期推計を整備し、当面、その速

報を参考系列として公表することを目指

す。推計に当たっては、三面の推計値相互

の整合性を高めるよう努めるとともに、行

政記録情報の活用等も併せて検討する。 

内閣府 平成 28 年度

の基準改定

後できるだ

け速やかに

参考系列の

公表を目指

す。 

 ◎ 長期時系列計数について、利用者の要望

を踏まえつつ、提供を進める。 

内閣府 平成 28 年度

の基準改定

時以降でき

るだけ速や

かに実施す

る。 

 ○ 地域経済計算について、提供情報を含め

た充実に向け、地方公共団体に対する支援

を強化する。 

内閣府 平成 26 年度

から実施す

る。 

エ 一次統

計等との

連携強化 

◎ 経済センサス‐活動調査の結果の活用に

より、産業連関表及び国民経済計算の生産

構造及び中間投入構造をより正確に把握す

る。 

産業連関

表作成府

省庁、内

閣府 

産業連関表

は平成 27 年

度末までに

実施し、国民

経済計算は

平成 28 年度

末までに実

施する。 

◎ ①サービス産業の中間投入構造等のより

詳細な経理項目の把握に資する基礎統計の

内閣府 平成 26 年度

から検討す
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

整備、②流通在庫などの在庫推計のための

基礎統計の整備、③個人企業の活動把握な

どに資する基礎統計の整備等についての有

用性、必要性を引き続き整理する。 

る。 

◎ ファイナンシャル・リースの経済的所有

原則による部門配分を可能とするため、基

礎統計についての有用性、必要性を整理し

た上で、基礎統計の整備状況を踏まえた推

計手法を検討する。 

内閣府 平成 26 年度

から検討す

る。 

◎ 建設業の産出額をより的確に把握するた

め、その推計手法を抜本的に見直し、進捗

ベースの建設統計を活用して推計する方式

を確立する。 

内閣府 平成 28 年度

末までに結

論を得る。 

◎ 上記１(1)ウの支出面の四半期推計の精

度確保や生産面からの四半期推計を行うた

めに有用な基礎情報の確保について、サー

ビス産業動向調査を中心に検討する。 

内閣府 平成 26 年度

から検討す

る。 

◎ 商品別供給・需要の推計を行うためのコ

モディティ・フロー法における商品別配分

比率の推計、企業を事業所単位に変換する

コンバータの在り方、労働生産性及び全要

素生産性指標を把握するための基礎情報の

整備について検討を行う。 

内閣府 

 

 

 

 

平成 26 年度

から検討す

る。 

 

 

◎ 上記１(1)に記載した基礎統計の整備に

関する事項を含む、国民経済計算及び産業

連関表と一次統計との連携強化について、

協議、情報共有する場を設け、優先順位・

時間軸を念頭にその推進に努める。 

 

総務省、

内閣府、

産業連関

表作成府

省庁、一

次統計作

成府省 

平成 26 年度

から実施す

る。 

(2) 経済構造

統計を軸と

した産業関

連統計の体

系的整備 

ア 経済構

造統計の

整備 

◎ 平成28年に実施される経済センサス‐活

動調査については、統計調査を取り巻く環

境が厳しさを増していることを踏まえ、調

査の円滑な実施と調査結果の精度向上のた

め、報告者の負担軽減を含めた調査計画の

見直しを行う。 

総務省、

経済産業

省 

平成28年調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

○ 平成28年経済センサス‐活動調査と平成

33年同調査の中間年における母集団情報の

総務省 平成27年度

末までに結
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

整備のための統計調査の在り方について、

事業所母集団データベースの整備状況を踏

まえ検討する。 

論を得る。 

イ 経済構

造統計を

軸とした

新たな枠

組みの構

築 

○ 上記の検討結果を踏まえ、経済センサス

‐活動調査の中間年における、関連する大

規模統計調査を含めた調査期日の在り方、

総売上高の把握等についての枠組みについ

て検討する。 

総務省、

関係府省 

平成27年度

末までに結

論を得る。 

○ 上記の検討結果も踏まえつつ、経済セン

サス‐活動調査及び関連する大規模統計調

査の役割分担等についての新たな枠組みの

構築に向けて検討し、結論を得る。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

末までに結

論を得る。 

◎ 2015年農林業センサスのうち、法人形態

の農林業経営体について、経済センサス‐

活動調査からデータ移送を受けることによ

り、他産業からの農業への参入状況や農林

業と農林業以外の事業の関係等を把握・分

析するための統計作成に向けた研究を行

う。 

農林水産

省 

平成28年度

から実施す

る。 

○ 生産物分類の構築について、商品及びサ

ービスの特性を踏まえて段階的に検討を進

める。 

総務省、

関係府省 

平成26年度

から検討す

る。 

○ 売上高等の集計に関する消費税の取扱い

（消費税込、消費税抜の補正）について、

検討の場を設け、早期に結論を得る。 

総務省、

関係府省 

平成28年経

済センサス

‐活動調査

の企画時期

までに結論

を得る。 

(3) サービス

産業に係る

統計の整備 

○ サービス産業動向調査について、国民経

済計算等における利活用状況等を踏まえ、

できる限り速やかに基幹統計化について検

討し、結論を得る。 

総務省 できる限り

速やかに結

論を得る。 

○ 第３次産業活動指数について、次回基準

改定に向け、精度や利便性の向上など統計

の有用性の更なる向上を図る。その結果を

踏まえ、基幹統計化の可否を検討し、結論

を得る。 

経済産業

省 

次回基準改

定までに結

論を得る。 

○ サービス産業に係る統計の横断的整備と 総務省 平成26年度
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して、関係府省の協力を得て、付加価値等

の構造面を把握する統計の在り方について

研究を進める。 

から実施す

る。 

(4) 企業活動

に係る統計

の整備 

○ 企業活動に関する各種統計調査で共通的

に把握すべき項目を整理した上で、事業所

母集団データベースを活用し、企業活動を

産業横断的に把握する統計の作成及び提供

について検討する。 

総務省、

関係府省 

平成26年度

から検討す

る。 

○ 情報通信業基本調査について、企業活動

を産業横断的に把握する統計の作成及び提

供についての検討状況を踏まえ、基幹統計

化についての結論を得る。 

総務省、

経済産業

省 

上記の検討

を踏まえ、可

能な限り早

期に結論を

得る。 

○ 事業所を対象とした統計調査における同

一企業内取引について、報告者の負担を考

慮した上で、その把握可能性について検討

する。 

総務省、

経済産業

省、関係

府省 

平成27年度

末までに結

論を得る。 

◎ 平成24年経済センサス‐活動調査の結果

を、平成21年経済センサス‐基礎調査で把

握された企業グループの情報を活用して集

計し、企業グループに関する統計の研究を

行う。 

総務省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 事業所母集団データベースにおける企業

グループの把握の進捗を踏まえ、純粋持株

会社実態調査の結果と合わせ、純粋持株会

社のグループ活動を明らかにすることにつ

いて検討する。 

経済産業

省 

平成29年度

末までに結

論を得る。 

◎ 四半期別法人企業統計調査の資本金

1,000万円から2,000万円までの標本抽出方

法の見直し（売上高で細分化して層化抽出

を行う等）を検討する。 

財務省 平成28年度

末までに結

論を得る。 

(5) 経済活動

のグローバ

ル化に対応

した統計の

整備 

○ 事業所母集団データベースの企業情報と

貿易統計とのマッチングを行うことによ

り、輸出入行動を当該企業の企業特性（外

資比率等）と関連付けた、新たな統計を作

成することについては、両データベースの

収録情報の接続が可能か否か、本来の行政

手続の円滑な実施が阻害されないか、個別

財務省 平成28年度

末までに結

論を得る。 



36 
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企業の情報が識別されることがないか等と

いった観点から、引き続き、その作成が可

能か否かを検討する。 

○ 貿易統計については、統計調査以外の方

法により作成される統計であることから、

その特性に留意するとともに、国民への情

報提供の充実、本来業務への要請と両立し

得るかという観点等も考慮し、引き続き基

幹統計化の可否について検討する。 

財務省 平成30年度

末までに結

論を得る。 

○ 海外事業活動基本調査の更なる充実、精

度向上を行い、基幹統計化の可否について

も検討する。 

経済産業

省 

平成28年度

末までに結

論を得る。 

○ 関係府省等の協力の下、一般政府収支、

一般政府債務総額、金融健全性指標等に関

するデータの四半期化等について、必要な

対応を検討する。 

財務省、

総務省、

内閣府、

金融庁、

国土交通

省 

平成26年度

から検討す

る。 

○ 上記の一環として、財政統計の担当省の

協力を得て、一般政府収支の四半期ベース

での把握や発生主義での推計手法を検討す

る。 

内閣府 平成26年度

から検討す

る。 

２ 分野別経

済統計の整

備 

(1) 環境に関

する統計の

整備 

○ 家庭からの二酸化炭素排出実態を把握す

るために必要な統計調査の本格実施に向け

た検証など、温室効果ガスの排出及び吸収

に関する統計データの更なる充実に取り組

む。 

環境省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 廃棄物等に関する統計の精度向上及び公

表の迅速化に向けた更なる検討を行う。 

環境省 平成26年度

から検討す

る。 

○ 平成23年環境分野分析用産業連関表の作

成において、平成17年表で精度が不十分で

あった部門別投入量等の把握を行うなど、

課題の解決方法を関係府省の協力を得なが

ら検討する。 

環境省 平成29年度

末までに結

論を得る。 

○ エネルギー消費統計については、総合エ

ネルギー統計への組込みに向けて、これま

で行ってきた検討により明らかとなった問

資源エネ

ルギー庁 

平成26年度

から実施す

る。 
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

題点、課題等の解決に取り組むとともに、

引き続きデータの精緻化を図る。 

○ 上記の検討を踏まえ、エネルギーに関す

る統計について体系的な整備を行い、基幹

統計の範囲について検討を行う。 

資源エネ

ルギー庁 

平成29年度

末までに結

論を得る。 

(2) 観光に関

する統計の

整備 

○ ＴＳＡについて、引き続き内閣府の協力

を得つつ、平成23年度公表に至る作成経験

等を踏まえた、更なる精度向上や未整備な

表の作成に取り組み、その充実を図る。 

観光庁 平成26年度

から実施す

る。 

○ 都道府県の観光入込客統計について、現

行推計方法の検証により精度向上に向けた

改善を検討する。また、各都道府県が統計

整備を継続するために、利活用につながる

分析事例等の提示を行い、地域の観光統計

の改善を支援する。 

観光庁 平成26年度

から実施す

る。 

○ 観光地域経済調査について、調査の実施

に際して明らかとなった課題の解決や調査

結果の有用性を踏まえた利活用について検

討を行い、平成28年度における次回調査の

実施の可否等について早期に結論を得る。 

観光庁 平成26年度

末までに結

論を得る。 

○ 宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動

向調査など既存の観光統計について、それ

ぞれ統計の精度向上に取り組む。 

観光庁 平成26年度

から実施す

る。 

○ 上記の検討を踏まえ、宿泊旅行統計調査

及び旅行・観光消費動向調査について、観

光地域経済調査及び国際基準との整合性を

勘案した上で、基幹統計化に向けた観光統

計の体系的整備について検討し、結論を得

る。 

観光庁 平成28年度

末までに結

論を得る。 

(3) 交通に関

する統計の

整備 

◎ 物流の効率化を輸送モード横断的に評価

するため、輸送貨物品目分類の統一及び品

目別輸送量の把握を行う。 

国土交通

省 

平成28年度

末までに実

施する。 

◎ 環境に関する基礎統計の整備として、関

係府省と連携を取りながら内航海運や自動

車における燃料消費量を把握する統計の精

度向上に取り組む。 

国土交通

省 

平成28年度

末までに実

施する。 

◎ 自動車輸送統計を総合的に活用するた

め、輸送量に加え、ロードファクター（積

国土交通

省 

平成28年度

末までに体
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載効率、実車率等）の把握とともに、他の

輸送統計や行政記録情報の活用も含めて体

系的整備を行う。 

系的整備に

向けた考え

方の結論を

得る。 

(4) 建設・不

動産に関す

る統計の整

備 

○ 建築物リフォーム・リニューアルについ

て、建設総合統計及び国民経済計算へ反映

することを目的とした投資額の把握と、住

宅施策等の適切な推進に寄与するための工

事内容ごとの投資額等の把握を図る。 

  なお、建築着工統計で一部把握されてい

る建築物リフォーム・リニューアル投資額

部分との重複に関する取扱いの整理なども

行う。 

国土交通

省 

平成27年度

末までに結

論を得る。 

○ ５年ごとに実施する法人土地・建物基本

調査を中心とした体系的整備を進めるた

め、中間年における土地取得のフローを継

続的に把握する必要性等を整理した上で、

フローとストックの情報を構造的に把握す

ることを検討し、結論を得る。 

国土交通

省 

平成30年法

人土地・建物

基本調査の

企画時期ま

でに結論を

得る。 

○ 平成25年法人土地・建物基本調査等の結

果を踏まえ、世帯、公的部門も含めた我が

国の土地の所有及び利用状況の全体の捉え

方について検証を行う。 

国土交通

省 

平成27年度

から実施す

る。 

３ 人口・社

会、労働関

連統計の整

備 

(1) 社会保障

全般に関す

る統計の整

備 

◎ 社会保障費用統計の公表時期の早期化、

ＩＬＯ基準に基づいた制度間移転のクロス

集計の充実及び集計項目の細分化に努め

る。 

厚生労働

省 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 医療、福祉及び介護に関連する統計につ

いて、統計の利便性、有用性等の向上を図

るため、これらの分野における統計体系の

全体像を整理し、公表する。 

厚生労働

省 

平成26年度

末までに実

施する。 

(2) 人口減少

社会やワー

ク ・ ラ イ

フ・バラン

スに対応し

た統計の整

備 

◎ 国勢調査について、ＩＣＴや高齢化の進

展等を踏まえ、オンライン調査の対象を全

国に拡大するとともに、報告者の特性にも

配慮した記入支援を行うなど、調査方法等

の見直しを進める。また、調査結果につい

て、一層の公表時期の早期化に努める。 

総務省 平成27年調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

○ 現在推計人口の基幹統計化について、集 総務省 平成28年度
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計の充実に向けて都道府県間移動等に係る

外国人人口に関する新たな推計方法の検討

を推進し、結論を得る。 

前半までに

結論を得る。

◎ 欧州統計家会議（ＣＥＳ）による「生活

時 間 調 査 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン 」

（Guidelines for Harmonizing Time-Use 

Surveys）の内容を精査し、社会生活基本調

査（基幹統計調査）の調査計画の検討に活

用する。 

総務省 平成28年調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 国民生活基礎調査（基幹統計調査）の所

得票及び貯蓄票を用いた調査結果におい

て、都道府県別表章が可能となるよう標本

規模を拡大することについて、試験調査等

を実施し、その結果を踏まえて検討する。 

厚生労働

省 

平成28年調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

○ 21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）

の調査対象者が平成25年度に中学生になっ

たことを勘案し、関係府省との調整を含め、

今後の調査の方向性や調査内容について検

討する。 

厚生労働

省 

平成26年度

末までに結

論を得る。 

○ 年齢階級別に表章している調査におい

て、結果精度や報告者の負担等を考慮した

上で、各歳別表章の実施及び年齢区分の見

直しなどを検討し、可能なものから統計デ

ータの充実を図る。 

各調査の

実施府省 

平成26年度

から実施す

る。 

(3) 教育をめ

ぐる状況変

化等に対応

した統計の

整備 

○ 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問

題に関する調査について、客観性及び比較

可能性を確保するための基準の設定等、引

き続きその改善に向けた取組の充実を図

る。 

文部科学

省 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 子供の学習費調査について、報告者の負

担を考慮した上で、学習費のより的確な把

握に向け、学習費に関連する調査内容等の

充実を図る。 

文部科学

省 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 学校教育から就業へのライフコースを的

確に捉える統計（縦断調査）の実施につい

て、予算の確保や実施体制等多くの課題が

存在することから、既存調査との連携も含

めて、実現に向けて検討する。 

文部科学

省 

平成27年度

末までに結

論を得る。 
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◎ 社会教育調査について、教育委員会制度

等の在り方に関する中央教育審議会の審議

結果等を踏まえつつ、施設の利活用・運営

状況など新たな調査内容を含めた統計の整

備を検討する。 

文部科学

省 

次期（平成27

年度予定）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

(4) 企業活動

の変化や働

き方の多様

化等に対応

した労働統

計の整備 

○ 同一企業内における雇用形態の転換をよ

り的確に把握する観点から、労働力調査（基

幹統計調査）における当月と前月の呼称及

び勤め先の名称をマッチングすることによ

り、雇用形態転換数を推計し、他の調査結

果との比較検証や結果精度を踏まえ、公表

の可否を検討する。 

総務省 平成26年度

末までに結

論を得る。 

○ ＩＬＯにおける就業・失業等に関する国

際基準の見直しや今後の実務マニュアルの

検討状況を踏まえ、失業者等の定義の変更

や失業率を補う新たな指標の作成及び提供

について、既存の研究結果や試験調査の実

施等を含めた検討を行った上で、時系列比

較の観点にも留意しつつ、国際基準に可能

な限り対応した統計の作成及び提供に努め

る。 

総務省 平成28年度

末までに結

論を得る。 

○ 労働者の区分等について、厚生労働省か

ら提示された案及び同省が平成25年度末ま

でにまとめる検証結果を基に、府省横断的

な情報共有・検討の場において、検証・検

討のポイントを整理し、関係府省の所管調

査における実査可能性や影響等の検証を実

施する。その結果を基に府省横断的な見直

し内容の結論を得て、順次調査の見直しを

行う。 

総務省、

関係府省 

平成26年度

から実施す

る。 

（注） 「具体的な措置、方策等」欄について、基幹統計に係る事項を「◎」とし、その他の公

的統計に係る事項を「○」とした。 
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「第３ 公的統計の整備に必要な事項」部分 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

１ 統計作成

の効率化及

び報告者の

負担軽減 

(1) 事業所母

集団データ

ベースの整

備・利活用 

○ 新たな行政記録情報等の活用や企業へ

の直接的な照会などにより企業組織構造

の変化を経常的に確認する方法について

検討し、母集団情報の効果的かつ効率的な

整備を推進する。また、これらの取組に当

たり、専門性を持つ人材の育成や体制整備

等に努める。 

総務省 平成26年度

から順次実

施する。 

○ 事業所母集団データベースを活用して、

我が国の事業所・企業の実態を把握する統

計に加え、事業所・企業の異動状況や産業

の成長・衰退等に着目した統計を作成す

る。また、地理情報の活用等についても研

究を推進する。 

総務省 平成26年度

から順次実

施する。 

(2) 行政記録

情報等の利

活用の推進 

ア 行政記

録情報等

の活用 

○ 各府省の協力の下、行政記録情報等の統

計作成への活用に係る実態調査の充実を

図った上で、定期的に実施し、行政記録情

報等から作成される業務統計の作成・公表

状況等についてホームページに掲載する。

なお、業務統計を作成する府省において

は、合理的な理由がある場合を除き、当該

統計をホームページ等で公表する。 

総務省、各

府省 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 行政記録情報等の統計への活用実態等

について、府省間の情報共有を図るととも

に、各府省と連携して行政記録情報等を活

用するに当たっての課題等を整理し、解決

のための方策を検討する。 

また、特別集計による税務データの活用

可能性については、財務省及び経済産業省

が地域や業種を限定して作成した特別集計

値における経済統計への活用可能性の検証

結果等について府省間の情報共有を図る。

その後、関係府省は、この検証結果を踏ま

え、所管統計の作成に当たって、その活用

余地を検討する。 

総務省、各

府省 

平成26年度

から実施す

る。 

イ 社会保

障・税番

号制度の

○ 法人番号については、その運用・管理の

状況を踏まえ、事業所母集団データベース

への利用に向けた検討を行う。また、企業

総務省、各

府省 

平成26年度

から実施す

る。 
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統計への

活用 

を対象とする統計調査における法人番号

の利活用について検討し、情報共有を図

る。 

○ 個人番号については、その利用範囲の拡

大に関する番号法の見直しに併せて、統計

作成における活用について検討する。 

関係府省 平成30年度

末までに結

論を得る。 

(3) オンライ

ン調査の推

進 

○ 統計調査の実施計画を企画する際、オン

ライン調査を導入していない調査は導入の

適否、導入している調査はオンラインによ

る回収率の向上方策について事前に検討す

る。 

各府省 平成26年度

から実施す

る。 

○ オンライン調査を推進するため、各府省

と連携して、オンライン調査の導入状況や

課題等に係る情報を共有する場を設置し、

各府省の取組を支援する。 

総務省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 政府統計オンライン調査総合窓口の機

能の改善・拡充等を検討するとともに、パ

ソコン以外のモバイル機器の利用も可能

とするなどのＩＣＴの普及状況に伴う対

応についても検討する。 

総務省、各

府省 

平成27年度

末までに結

論を得る。 

(4) 統計基準

等の見直し 

○ 各府省と連携して、基幹統計を中心に表

章区分（年齢や事業所規模等）の現状を整

理した上で、標準的な表章区分の在り方に

ついて検討する。 

総務省 平成29年度

末までに結

論を得る。 

２ 統計リソ

ースの確保

及び有効活

用 

(1) 統計リソ

ースの確保

のための取

組 

○ 公的統計に共通する統計の作成方法・利

活用等の研究を実施するとともに、各府省

における統計の作成、企画等を支援するた

め、統計研修所における研究体制の整備及

び研究機能の拡充を行う。また、同研修所

を中心に、独立行政法人統計センターとの

連携を図るなどして、各府省の要請に応じ

た統計の作成や調査実施計画の策定等を

支援する。 

総務省 平成27年度

から実施す

る。 

○ 統計の信頼性を確保しつつ、調査票情報

等の提供及び活用、政府統計共同利用シス

テムを通じた情報提供機能の強化等に中

核的な役割を果たすことが期待される独

立行政法人統計センターのリソースを確

総務省 平成26年度

から実施す

る。 
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保するよう努力する。 

  また、各府省を支援する観点から、調査

票情報等の提供及び活用、政府統計共同利

用システムを通じた情報提供機能の強化

等に係る各府省に共通する取組（一般用ミ

クロデータ（仮称）の作成、オンサイト利

用等による調査票情報の利用、ＡＰＩ機能

の提供のためのデータ登録等）のうち、専

門的な技術や知見を要し、一元的な検討・

実施が効果的かつ効率的な事項について

は、独立行政法人統計センターの機能を最

大限活用できるよう措置する。 

(2) 調査体制

の 機 能 維

持、国と地

方公共団体

の連携 

○ 報告者の特性も勘案した適切かつ効率

的な調査手法を検討するなどして、引き続

き地方公共団体の業務量の軽減及び中長

期的な観点からの業務量の平準化を図る

とともに、地方公共団体のニーズを踏まえ

つつ、地域別表章の充実・支援を実施する。

関係府省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 統計調査事務地方公共団体委託費につ

いては、試行検証の結果や都道府県の意見

も踏まえつつ、配置実態を反映した交付対

象範囲に見直す方向で検討する。 

総務省 平成27年度

末までに結

論を得る。 

(3) 統計職員

等の人材育

成・確保 

○ 研修参加機関や参加者の評価・ニーズも

踏まえつつ、研修内容の充実・見直しを実

施するとともに、地方公共団体等からの研

修講師派遣要請への積極的な対応、各府省

等における研修企画の支援、統計研修の講

師育成など、統計職員等に対する研修の実

施体制の整備及び研修機能の拡充を行う。

総務省 平成26年度

から段階的

に実施する。

(4) 災害発生

時等の備え 

○ 大規模災害が発生した場合の対応に関

する検討の場を設置し、個別調査ごとに対

応する課題と府省横断的に対応する課題

に整理した上で、対応指針を取りまとめ、

各府省における具体的な行動計画の策定

を促進する。その際、大規模災害が発生し

た場合における調査票情報の提供の在り

方についても検討する。 

  また、対応方針の取りまとめに当たって

総務省、各

府省 

平成27年度

末までに対

応指針を取

りまとめ、平

成28年度か

ら順次実施

する。 



44 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

は、日頃から統計調査関係者の自覚・判断

力を養う方策についても検討し、各統計調

査の実施時や、地方公共団体及び統計調査

員等を対象とした研修等において周知徹

底を図る。 

(5) 民間事業

者の活用 

○ 民間事業者に委託する際の仕様書の改

善を図ることで、より的確な民間事業者の

活用を図るため、「公的統計の品質保証に

関するガイドライン」におけるプロセス保

証の導入状況を踏まえ、「統計調査におけ

る民間事業者の活用に係るガイドライン」

に、プロセス保証の考え方を導入する方向

で検討する。 

総務省、各

府省 

平成28年度

末までに結

論を得る。 

３ 統計調査

環境の改善 

(1) 統計ニー

ズの的確な

把握 

○ 統計委員会委員と統計利用者等との意

見交換会については、報告者、地方公共団

体及び政策部局にも対象を拡大するとと

もに、掘り下げた検討結果を府省横断的な

統計等の整備・改善の審議等に活用するな

ど、一層の活性化を図る。 

内閣府（統

計委員会） 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 報告者の利便性の向上等にも配慮し、統

計ニーズに係るアンケート調査の内容等

を見直す。また、各府省が個別に把握して

いる所管統計の改善や統計データの提供

に係る統計ニーズの情報共有を図るなど、

府省間の連携を強化する。 

総務省、各

府省 

平成26年度

から実施す

る。 

(2) 統計の品

質保証活動

の推進 

○ 統計の品質保証活動に関する取組状況、

効果的かつ効率的実践手法等の情報共有

を通じ、自己評価の計画的な推進、評価結

果の公表等に関する取組を強化する。 

各府省 平成 26 年度

から実施す

る。 

○ 国際的な動向や関連学会における研究

結果等を踏まえ、公的統計へのプロセス保

証を、「公的統計の品質保証に関するガイ

ドライン」に導入する方向で同ガイドライ

ンの見直しを実施する。 

総務省、各

府省 

平成 27 年度

末までに実

施する。 

(3) 統計に係

る広報・啓

発活動の推

進等 

○ 「統計調査の円滑な実施を阻害する行為

への対処に係る考え方」を参考に、府省間

及び地方公共団体との情報共有を行うと

ともに、所管統計調査の実施状況を検証し

各府省 平成 26 年度

から順次実

施する。 
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 た上で、行動指針に基づく具体的な取組を

行う。 

○ 各府省の協力を得て、集中的な調査票の

提出促進運動や、きめ細かな業界団体への

周知活動など、各府省における広報・啓発

活動の充実を図る上で効果的かつ効率的

な実践手法等に係る情報共有を行うとと

もに、統計調査に対する非協力者への対応

について総合的な観点から検討する。 

総務省 平成 26 年度

から実施す

る。 

(4) 統計リテ

ラシー等の

向上 

 

○ 文部科学省の協力を得つつ、学会や教育

関係者等と連携し、教員等の研修参加者が

児童・生徒の統計リテラシーを高めるため

の実践方法を習得できるよう研修内容の

充実を図るとともに、地方において研修を

開催するなど、研修参加機会を拡大する。

  また、学会や教育関係団体等と連携し、

カリキュラム及び副教材を開発・作成す

る。 

  さらに、上記の研修やカリキュラム及び

副教材を活用し、ワークショップ型授業の

導入を促進するための支援を行う。 

総務省 平成26年度

から順次実

施する。 

○ 統計研修所における研修内容について、

統計データの探し方や利用方法等教育関

係者のニーズに即したものとなるよう充

実を図る。 

総務省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 地方公共団体等とも連携し、統計に関係

する有識者や職員ＯＢ等の人材を有効に

活用して、ワークショップ型授業の導入を

促進するための支援を行う。 

各府省 平成26年度

から実施す

る。 

○ 広く一般的に活用可能な「一般用ミクロ

データ（仮称）」については、利用者ニー

ズの把握を行った上で、作成に関する検討

を行い、早期に提供を開始する。 

総務省 平成27年度

から実施す

る。 

(5) 研究開発

成果の共有 

○ 各府省と連携して、研究開発の成果を共

有できる仕組みを構築し、各府省の研究開

発を支援する。 

総務省 平成26年度

から実施す

る。 

４ 統計デー

タの有効活

○ オーダーメード集計については、利用条

件を緩和する方向で検討を進める。また、

総務省、各

府省 

平成 26 年度

から検討す
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用の推進 

(1) 調査票情

報等の提供

及び活用 

オンデマンド集計の技術的検証等の実用

化に向けた検討を行う。 

  さらに、利用者のニーズに留意しつつ、

提供する統計調査の種類や年次の追加等

を行う。 

る。 

○ 調査票情報の提供については、セキュリ

ティ確保に万全を期す観点から、リモート

アクセスを含むオンサイト利用やプログ

ラム送付型集計・分析といった新たな利用

方法の実現を目指し、役割分担の整理を含

め、実用化に向けた検討を行う。 

総務省、各

府省 

平成 26 年度

から検討す

る。 

○ 匿名データの作成及び提供については、

利用者のニーズや匿名性の確保と有用性

の向上に留意しつつ、提供する統計調査の

種類や年次の追加等を行う。 

各府省 

 

 

 

平成 26 年度

から実施す

る。 

○ 匿名データの年次追加に伴う手続の簡

素化について検討する。 

内閣府（統

計 委 員

会）、総務

省 

平成 26 年度

から検討す

る。 

○ 「統計データ・アーカイブ（仮称）」の

整備については、整備対象とするデータの

範囲を、調査票原票を除いた調査票情報等

に限定し、調査票情報等を活用する上で必

要なデータ（メタデータ）の整備を拡充す

る方向で具体的な検討を進めるとともに、

名称についても、その目的が明確になるよ

うに変更を検討する。 

総務省、各

府省 

平成 28 年度

末までに結

論を得る。 

(2) 政府統計

共同利用シ

ステム等に

よる統計デ

ー タ の 共

有・提供の

推進 

○ 政府統計共同利用システムの統計情報

データベースへの統計データの登録作業

の簡素化・支援方策を検討し、各府省の協

力を得て、統計データ登録の促進を図る。

総務省 

 

平成26年度

から実施す

る。 

○ 政府統計共同利用システムのｅ－Ｓｔ

ａｔによる情報提供機能の改善に当たっ

ては、利用者の満足度等を把握し、利用者

の利便性の向上に係る検討に活用するほ

か、ＡＰＩ機能の提供や統計ＧＩＳの充実

等の技術的研究の推進等、統計データの高

度利用についても検討する。 

総務省 平成27年度

末までに結

論を得る。 
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５ 国際協力

及び国際貢

献の推進 

○ 各府省と連携して、国際機関に対する我

が国の統計情報の提供状況を全体的に把

握できる仕組みを構築し、国際機関に対す

る統計情報の提供の充実に努める。 

総務省 平成26年度

から実施す

る。 

（注） 「第３ 公的統計の整備に必要な事項」については、基幹統計に係る事項を含む公的統

計全般に共通した事項である。 


